○条例案
	番号
	件　　　　　名
	概　　　　　　　　　　要

	１
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例等一部改正の件
	市町村立学校職員給与負担法の改正により、指定都市立の小学校等の職員の給与を、指定都市が負担することとなるため、府費負担教職員の規定から指定都市を削除するなど所要の改正を行う。

施行予定期日：平成２９年４月１日

　〔関係条例〕

　　・職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例

　　・職員の退職手当に関する条例

　　・職員の給与に関する条例

　　・職員の旅費に関する条例

　　・大阪府職員基本条例

　　・府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処

理の特例に関する条例

・府費負担教職員の分限及び懲戒に関する条例

	２
	大阪府立学校条例
一部改正の件
	１　府立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府立学校の職員の定数を改正する。

・中学校　　　　　　 ８人 →  　 １４ 人（※）
・高等学校　１０，０１１人 → ９，８１０人

・特別支援学校 ５，５４１人 → ５，５７３人（※）

施行予定期日：平成２９年４月１日

２　大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画等に基づき、規定の整備を行う。

施行予定期日：平成２９年４月１日

３　大阪府立豊中高等学校能勢分校を設置し、大阪府立能勢高等学校を閉校する。

　　  施行予定期日：平成３０年１月１日

（能勢分校の設置）

規則で定める日

 (能勢高校の閉校)

	３
	府費負担教職員定数条例一部改正の件

	市町村立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府費負担教職員の定数を改正する。

・小 学 校（義務教育学校の前期課程を含む。）

２７，０９７人 → 　１７，２８９人

・中 学 校（義務教育学校の後期課程を含む。）

１６，０７９人 → 　１０，２７３人

・高等学校          

２８人 →  　　　　２５ 人

・特別支援学校 

１９７人 →　 　　　　１５人

施行予定期日：平成２９年４月１日

	４
	府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	１　教育公務員特例法の改正により、校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策定等の事務を豊能地区３市２町（豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町）が処理することとする。

２　教育公務員特例法の改正により、規定の整備（条項ずれ是正）を行う。

施行予定期日：平成２９年４月１日

	５
	大阪府教育行政基本条例等一部改正の件
	教育公務員特例法の改正により、規定の整備（条項ずれ是正）を行う。　　　

施行予定期日：平成２９年４月１日

〔関係条例〕

  ・大阪府教育行政基本条例

　・大阪府立学校条例

　・大阪府附属機関条例

	６
	大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の特例制度に基づき、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく事務の一部を茨木市が処理することとする。

施行予定期日：平成２９年７月１日

	７
	大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例一部改正の件
	社会福祉法の改正に伴い、認可外施設型認定こども園の設置者が法人である場合の役員の要件に関する規定の整備（条項ずれ是正等）を行う。

施行予定期日：平成２９年４月１日
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